[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年1月13日
　
　　経済産業大臣　殿
(すみともしょうじかぶしきかいしゃ)
                              　住友商事株式会社
（ひょうどう　まさゆき）
                              　　　　　　　代表者の氏名兵頭　誠之    印
住所　〒100-8601　東京都千代田区大手町二丁目3番2号
大手町プレイス　イーストタワー

法人番号　1010001008692　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020


	公表日
	2020年10月21日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社ホームページへの掲載
・63ページ「CDOが語るDX戦略」
https://www.sumitomocorp.com/jp/-/media/Files/hq/ir/report/investors-guide/2020/integrated-2020.pdf?la=ja


	記載内容抜粋
	常に変化を先取りして新たな価値を創造する企業を目指す当社は、ICT化・ボーダーレス化の中、ビジネス課題にテクノロジーを掛け合わせてビジネスモデルを変革する「ソリューション型DX」を目指していく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の社則に基づく稟議方式により、社長及び所管担当役員の決裁を経て統合報告書を発行・掲載している。










(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画2020説明資料


	公表日
	2018年5月9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社ホームページへの掲載
・9ページ「成⻑戦略の推進（事業⽀援機能の拡充）」
https://www.sumitomocorp.com/jp/-/media/Files/hq/ir/report/summary/2017/Final2020.pdf?la=ja

	記載内容抜粋
	全社のデジタルテクノロジー活⽤を促進･⽀援し、各分野の知⾒にテクノロジーを掛合せ、また専門知識を保有した人材の採用・登用も進めて、デジタル変⾰を加速する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画は、2018年5月の取締役会で承認されている。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2018年度有価証券報告書「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」13ページ
https://www.sumitomocorp.com/-/media/Files/hq/ir/report/yuho/2018/20190621yuho.pdf?la=ja
2019年度有価証券報告書「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」14ページ
https://www.sumitomocorp.com/-/media/Files/hq/ir/report/yuho/2019/20200619yuho.pdf?la=ja

	記載内容抜粋
	2018年4月にDXセンターを設立し、グループ内に加え、多様な外部パートナーとも連携して体制を強化。
2019年4月に、全社デジタル戦略の企画・立案・推進を担当する責任者として、CDO（Chief Digital Officer）を設置。
海外拠点にもDX組織を展開、グローバルベースで140名体制としている。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	中期経営計画2020説明資料6ページ「成⻑戦略の推進（次世代新規ビジネス創出）」
https://www.sumitomocorp.com/jp/-/media/Files/hq/ir/report/summary/2017/Final2020.pdf?la=ja

	記載内容抜粋
	人材のシフトについては、上記(2)①に記載のとおり。
予算配分については、DXを含む３つの成⻑分野に3年合計3,000億円程度を資⾦投下。
またR&D活動の推進のため、次世代ビジネス投融資枠200億円を設定。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020


	公表日
	2020年10月21日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社ホームページへの掲載
・63ページ「CDOが語るDX戦略」、97ページ「コーポレートガバナンス」

	記載内容抜粋
	DX戦略は、他のビジネス戦略と合わせて、全社の戦略を推進するPDCAサイクルにて達成状況をモニタリングされている。
またRPA導入による削減効果が、事務作業で年間10万時間、コスト換算すると10億円前後に達するなど、個々の案件での達成度も管理している。
他に、「デジタル技術やデータ活用に精通した人材の数」や、「バリューアップ予算の額」についても、統合報告書や有価証券報告書等にて明示的に公表している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年10月21日

	発信方法
	統合報告書2020への「CDOが語るDX戦略」63ページの記載と当社ホームページ掲載
https://www.sumitomocorp.com/jp/-/media/Files/hq/ir/report/investors-guide/2020/integrated-2020.pdf?la=ja

	発信内容
	設問(1)～(4)の内容を中心に、代表取締役副社長執行役員メディア・デジタル事業部門長CDOが、当社のDX戦略全体像を発信している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2020　年　9月頃　～　　2020　年　11 月頃


	実施内容
	「ＤＸ推進指標」による自己分析を行いＩＰＡ自己診断結果サイトに入力を行っている。












　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2017　年 10 月頃　～　　継続的に実施
（開始は過去から継続的に実施しているが、ここでは情報セキュリティ基本方針策定したタイミングを記載。）

	実施内容
	当社はCIOを委員長とする、情報セキュリティ委員会を中心に、「情報セキュリティ基本方針」をはじめ関連規定を整備し、情報セキュリティの確保及び情報資産の適切な管理に努めている。また、会社情報の窃取・破壊などを目的とした外部からの攻撃など、情報セキュリティに関する不測の事態に備え、システム上の対策に加え、役職員の継続的な教育・啓発や訓練、主要な子会社を含めた体制の確認・整備を行うなど、リスクの最小化に取り組んでいる。（統合報告書2020Ｐ１０８）
情報処理安全確保支援士を取得している者は社内に1名在籍している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

